
【表紙】
【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年12月15日

【発行者名】 アセットマネジメントOne株式会社

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　　西　惠正

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号

【事務連絡者氏名】 上野　圭子

【電話番号】 03-6774-5100

【届出の対象とした募集内

国投資信託受益証券に係

るファンドの名称】
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

半期報告書の提出に伴い、平成28年6月15日付をもって提出した有価証券届出書（平成28年9月30日付

で提出した有価証券届出書の訂正届出書で訂正済。以下「原届出書」といいます。）の記載事項の一

部に変更が生じるため、また関係情報を訂正するため、本訂正届出書を提出するものであります。

 

２【訂正の内容】

　　　　　の部分は訂正部分を示します。
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第二部【ファンド情報】
第１【ファンドの状況】

３【投資リスク】

原届出書の「第二部 ファンド情報　第1 ファンドの状況　3 投資リスク　「参考情報」」につきまして

は、以下の内容に更新・訂正いたします。

＜更新・訂正後＞
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４【手数料等及び税金】

（５）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

（略）

※上記は、平成28年4月1日現在のものです。税法が改正された場合等には、上記の内容が変更に

なる場合があります。

（略）

 

＜訂正後＞

（略）

※上記は、平成28年9月末現在のものです。税法が改正された場合等には、上記の内容が変更にな

る場合があります。

（略）
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５【運用状況】

　

原届出書の「第二部 ファンド情報　第1 ファンドの状況　5 運用状況」につきましては、以下の内容

に更新・訂正いたします。

＜更新・訂正後＞

 

（１）【投資状況】

  平成28年9月30日現在

資産の種類 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 1,589,408,526 99.88

 内　日本 1,589,408,526 99.88

コール・ローン、その他の資産（負債控除後） 1,938,169 0.12

純資産総額 1,591,346,695 100.00

（注1）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

（注2）資産の種類の内書は、当該資産の発行体又は上場金融商品取引所の国/地域別に表示しています。

 

（参考）

ＤＬジャパン・リサーチ・オープン・マザーファンド

  平成28年9月30日現在

資産の種類 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 10,303,076,690 98.13

 内　日本 10,303,076,690 98.13

コール・ローン、その他の資産（負債控除後） 195,828,827 1.87

純資産総額 10,498,905,517 100.00

（注1）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

（注2）資産の種類の内書は、当該資産の発行体又は上場金融商品取引所の国/地域別に表示しています。

 

EDINET提出書類

アセットマネジメントＯｎｅ株式会社(E10677)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 5/24



（２）【投資資産】

　

①【投資有価証券の主要銘柄】

     平成28年9月30日現在

順

位

銘柄名

発行体の国/地域
種類 数量

簿価単価

簿価金額

（円）

評価単価

評価金額

（円）

利率(%)

償還日

投資

比率

1

ＤＬジャパン・リサーチ・

オープン・マザーファンド
親投資信託受

益証券
879,632,811

1.8076 1.8069 －
99.88%

日本 1,590,080,987 1,589,408,526 －

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

 

投資有価証券の種類別投資比率

 平成28年9月30日現在

種類 投資比率

 親投資信託受益証券 99.88%

 合計 99.88%

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

 

投資株式の業種別投資比率

該当事項はありません。

 

（参考）

ＤＬジャパン・リサーチ・オープン・マザーファンド

     平成28年9月30日現在

順

位

銘柄名

発行体の国/地域

種類

業種
数量

簿価単価

簿価金額

（円）

評価単価

評価金額

（円）

利率(%)

償還日

投資

比率

1
ＫＤＤＩ 株式

106,200
2,994.87 3,115.00 －

3.15%
日本 情報・通信業 318,055,500 330,813,000 －

2

三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ
株式

625,700
506.53 505.10 －

3.01%

日本 銀行業 316,938,093 316,041,070 －

3
ソフトバンクグループ 株式

45,100
5,722.77 6,522.00 －

2.80%
日本 情報・通信業 258,097,200 294,142,200 －

4
日本電信電話 株式

62,200
4,582.51 4,614.00 －

2.73%
日本 情報・通信業 285,032,451 286,990,800 －

5
富士重工業 株式

70,800
3,753.02 3,755.00 －

2.53%
日本 輸送用機器 265,714,200 265,854,000 －

6

三井住友フィナンシャルグ

ループ
株式

73,800
3,163.51 3,380.00 －

2.38%

日本 銀行業 233,467,043 249,444,000 －

7
ウエルシアホールディングス 株式

35,000
6,290.00 6,940.00 －

2.31%
日本 小売業 220,150,000 242,900,000 －

8
トヨタ自動車 株式

41,400
5,550.34 5,779.00 －

2.28%
日本 輸送用機器 229,784,478 239,250,600 －

9
日本電産 株式

25,500
7,831.30 9,262.00 －

2.25%
日本 電気機器 199,698,400 236,181,000 －

10
ソニー 株式

70,700
2,949.18 3,293.00 －

2.22%
日本 電気機器 208,507,637 232,815,100 －
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11
ニトリホールディングス 株式

18,200
11,273.02 12,050.00 －

2.09%
日本 小売業 205,169,000 219,310,000 －

12
村田製作所 株式

16,800
12,337.13 13,030.00 －

2.09%
日本 電気機器 207,263,835 218,904,000 －

13

セブン＆アイ・ホールディン

グス
株式

45,200
4,456.70 4,757.00 －

2.05%

日本 小売業 201,443,085 215,016,400 －

14

三菱ケミカルホールディング

ス
株式

314,000
521.82 628.20 －

1.88%

日本 化学 163,854,441 197,254,800 －

15
塩野義製薬 株式

37,400
5,768.64 5,152.00 －

1.84%
日本 医薬品 215,747,300 192,684,800 －

16
エムスリー 株式

55,200
3,360.72 3,440.00 －

1.81%
日本 サービス業 185,512,000 189,888,000 －

17

スクウェア・エニックス・

ホールディングス
株式

54,400
3,346.19 3,470.00 －

1.80%

日本 情報・通信業 182,033,193 188,768,000 －

18
東ソー 株式

297,000
514.06 618.00 －

1.75%
日本 化学 152,676,000 183,546,000 －

19
東京海上ホールディングス 株式

46,600
3,449.02 3,834.00 －

1.70%
日本 保険業 160,724,400 178,664,400 －

20
アルプス電気 株式

70,300
2,238.10 2,400.00 －

1.61%
日本 電気機器 157,338,571 168,720,000 －

21
日新電機 株式

96,600
1,351.65 1,674.00 －

1.54%
日本 電気機器 130,569,732 161,708,400 －

22
伊藤忠商事 株式

127,800
1,290.47 1,262.00 －

1.54%
日本 卸売業 164,922,560 161,283,600 －

23
大塚ホールディングス 株式

34,900
4,662.92 4,589.00 －

1.53%
日本 医薬品 162,736,100 160,156,100 －

24
新日鉄住金ソリューションズ 株式

88,200
1,738.80 1,758.00 －

1.48%
日本 情報・通信業 153,362,506 155,055,600 －

25
キーエンス 株式

2,100
67,980.00 73,460.00 －

1.47%
日本 電気機器 142,758,000 154,266,000 －

26
小糸製作所 株式

31,400
4,845.45 4,880.00 －

1.46%
日本 電気機器 152,147,400 153,232,000 －

27
オリックス 株式

103,000
1,392.99 1,477.50 －

1.45%
日本 その他金融業 143,478,000 152,182,500 －

28
三井不動産 株式

71,000
2,467.74 2,135.50 －

1.44%
日本 不動産業 175,210,000 151,620,500 －

29
キリンホールディングス 株式

88,100
1,719.87 1,671.50 －

1.40%
日本 食料品 151,520,742 147,259,150 －

30
ＴＩＳ 株式

55,500
2,502.36 2,609.00 －

1.38%
日本 情報・通信業 138,881,100 144,799,500 －

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。
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投資有価証券の種類別投資比率

 平成28年9月30日現在

種類 投資比率

 株式 98.13%

 合計 98.13%

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

 

投資株式の業種別投資比率

  平成28年9月30日現在

業種 国内/外国 投資比率

 情報・通信業 国内 16.77%

 電気機器  14.19%

 小売業  8.90%

 輸送用機器  7.85%

 銀行業  6.21%

 化学  6.07%

 食料品  5.33%

 医薬品  5.27%

 卸売業  4.30%

 サービス業  3.87%

 陸運業  3.05%

 機械  2.45%

 不動産業  2.42%

 建設業  2.33%

 保険業  1.70%

 その他金融業  1.45%

 精密機器  1.35%

 その他製品  1.12%

 ガラス・土石製品  1.07%

 非鉄金属  1.05%

 鉄鋼  0.80%

 金属製品  0.60%

 合計  98.13%

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。
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（３）【運用実績】

　

①【純資産の推移】

直近日（平成28年9月末）、同日前1年以内における各月末及び下記計算期間末における純資産の推移は次の通りです。

 

 

純資産総額

（分配落）

（百万円）

純資産総額

（分配付）

（百万円）

１口当たりの

純資産額

(分配落)(円)

１口当たりの

純資産額

(分配付)(円)

第9計算期間末
4,306 4,348 1.0215 1.0315

(平成19年3月15日)

第10計算期間末
2,616 2,616 0.6812 0.6812

(平成20年3月17日)

第11計算期間末
1,585 1,585 0.4074 0.4074

(平成21年3月16日)

第12計算期間末
2,086 2,086 0.5437 0.5437

(平成22年3月15日)

第13計算期間末
1,689 1,689 0.4519 0.4519

(平成23年3月15日)

第14計算期間末
1,846 1,846 0.5169 0.5169

(平成24年3月15日)

第15計算期間末
2,028 2,028 0.6332 0.6332

(平成25年3月15日)

第16計算期間末
1,877 1,877 0.7087 0.7087

(平成26年3月17日)

第17計算期間末
2,075 2,075 0.9267 0.9267

(平成27年3月16日)

第18計算期間末
2,063 2,063 0.8645 0.8645

(平成28年3月15日)

平成27年9月末日 1,972 － 0.8764 －

10月末日 2,140 － 0.9594 －

11月末日 2,394 － 0.9941 －

12月末日 2,322 － 0.9730 －

平成28年1月末日 2,171 － 0.9089 －

2月末日 1,948 － 0.8159 －

3月末日 2,049 － 0.8623 －

4月末日 2,016 － 0.8531 －

5月末日 2,068 － 0.8771 －

6月末日 1,543 － 0.8058 －

7月末日 1,601 － 0.8549 －

8月末日 1,564 － 0.8418 －

9月末日 1,591 － 0.8567 －
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②【分配の推移】

 

 １口当たりの分配金(円)

第9計算期間 0.0100

第10計算期間 0.0000

第11計算期間 0.0000

第12計算期間 0.0000

第13計算期間 0.0000

第14計算期間 0.0000

第15計算期間 0.0000

第16計算期間 0.0000

第17計算期間 0.0000

第18計算期間 0.0000

平成28年3月16日～

平成28年9月15日
－

 

③【収益率の推移】

 

 収益率(％)

第9計算期間 1.1

第10計算期間 △33.3

第11計算期間 △40.2

第12計算期間 33.5

第13計算期間 △16.9

第14計算期間 14.4

第15計算期間 22.5

第16計算期間 11.9

第17計算期間 30.8

第18計算期間 △6.7

平成28年3月16日～

平成28年9月15日
△4.7

（注）各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配落の額）に当該計算期間の分配金を加算し、当該計算期間の

直前の計算期間末の基準価額（分配落の額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価

額で除して得た数に100を乗じた数です。

     なお、小数点以下２桁目を四捨五入し、小数点以下１桁目まで表示しております。
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（４）【設定及び解約の実績】

 

 設定口数 解約口数

第9計算期間 213,109,906 1,036,787,275

第10計算期間 168,413,456 543,068,734

第11計算期間 209,282,704 159,080,224

第12計算期間 165,117,690 219,239,385

第13計算期間 145,495,884 243,340,014

第14計算期間 126,510,978 294,151,661

第15計算期間 116,985,974 485,237,587

第16計算期間 177,711,115 731,558,573

第17計算期間 182,499,478 592,164,737

第18計算期間 568,739,750 421,888,513

平成28年3月16日～

平成28年9月15日
17,044,338 549,044,416

（注） 本邦外における設定及び解約はございません。
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＜＜参考情報＞＞
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第３【ファンドの経理状況】

　

 

１【財務諸表】

原届出書の「第二部 ファンド情報　第3　ファンドの経理状況　1　財務諸表」につきましては、以下

の内容を追加いたします。

＜追　加＞

 

（１）当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第

38号）並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理

府令第133号）に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

（２）当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間計算期間（平成28年3月16日から平成28年

9月15日まで）の中間財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による中間監査を受けております。
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【中間財務諸表】

ＤＬ日本株式オープン

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：円）

 第18期
平成28年3月15日現在

第19期中間計算期間末
平成28年9月15日現在

資産の部   
流動資産   

金銭信託 5,756,683 －

コール・ローン － 17,091,179

親投資信託受益証券 2,057,826,676 1,528,976,413

未収入金 18,000,000 400,000

流動資産合計 2,081,583,359 1,546,467,592

資産合計 2,081,583,359 1,546,467,592

負債の部   
流動負債   

未払解約金 196,626 2,713,961

未払受託者報酬 1,148,730 978,080

未払委託者報酬 16,542,598 14,085,159

その他未払費用 54,478 22,147

流動負債合計 17,942,432 17,799,347

負債合計 17,942,432 17,799,347

純資産の部   
元本等   

元本 ※１ 2,387,014,811 ※１ 1,855,014,733

剰余金   
中間剰余金又は中間欠損金（△） ※２ △323,373,884 ※２ △326,346,488

（分配準備積立金） 243,086,075 187,399,476

元本等合計 2,063,640,927 1,528,668,245

純資産合計 2,063,640,927 1,528,668,245

負債純資産合計 2,081,583,359 1,546,467,592
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

  （単位：円）

 
第18期中間計算期間
自　平成27年3月17日
至　平成27年9月16日

第19期中間計算期間
自　平成28年3月16日
至　平成28年9月15日

営業収益   
受取利息 2,180 －

有価証券売買等損益 △44,544,827 △84,050,263

営業収益合計 △44,542,647 △84,050,263

営業費用   
支払利息 － 3,071

受託者報酬 1,101,888 978,080

委託者報酬 15,867,778 14,085,159

その他費用 52,258 22,147

営業費用合計 17,021,924 15,088,457

営業利益又は営業損失（△） △61,564,571 △99,138,720

経常利益又は経常損失（△） △61,564,571 △99,138,720

中間純利益又は中間純損失（△） △61,564,571 △99,138,720

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う中間純損失金額の分配額（△）
14,283,597 △24,431,936

期首剰余金又は期首欠損金（△） △164,210,388 △323,373,884

剰余金増加額又は欠損金減少額 24,871,754 74,414,209

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
24,871,754 74,414,209

剰余金減少額又は欠損金増加額 14,756,374 2,680,029

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
14,756,374 2,680,029

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △229,943,176 △326,346,488
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（３）【中間注記表】

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券

  移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあ

たっては、親投資信託受益証券の基準価額に基づいて評価しております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

項目
第18期

平成28年3月15日現在

第19期中間計算期間末

平成28年9月15日現在

１． ※１ 期首元本額 2,240,163,574円 2,387,014,811円

  期中追加設定元本額 568,739,750円 17,044,338円

  期中一部解約元本額 421,888,513円 549,044,416円

     

２．  受益権の総数 2,387,014,811口 1,855,014,733口

     

３． ※２ 元本の欠損 貸借対照表上の純資産額が元本総額

を下回っており、その差額は

323,373,884円であります。

中間貸借対照表上の純資産額が元本

総額を下回っており、その差額は

326,346,488円であります。

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

項目
第18期

平成28年3月15日現在

第19期中間計算期間末

平成28年9月15日現在

１． 中間貸借対照表計上額、時価及び

その差額

中間貸借対照表上の金融商品は原則

としてすべて時価で評価しているた

め、中間貸借対照表計上額と時価と

の差額はありません。

同左

    

２． 時価の算定方法 (１)有価証券

「（重要な会計方針に係る事項に関

する注記）」にて記載しておりま

す。

(２)デリバティブ取引

該当事項はありません。

(３)上記以外の金融商品

上記以外の金融商品（コール・ロー

ン等の金銭債権及び金銭債務）は短

期間で決済されるため、帳簿価額は

時価と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。

同左

    

３． 金融商品の時価等に関する事項に

ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基

づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定に

おいては一定の前提条件等を採用し

ているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なること

もあります。

同左

 

（有価証券に関する注記）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。

 

（1口当たり情報に関する注記）

 
第18期

平成28年3月15日現在

第19期中間計算期間末

平成28年9月15日現在

1口当たり純資産額 0.8645円 0.8241円

（1万口当たり純資産額） (8,645円) (8,241円)
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（参考）

当ファンドは、「ＤＬジャパン・リサーチ・オープン・マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、中間貸借

対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券であります。

同親投資信託の状況は以下の通りであります。

なお、以下に記載した状況は監査の対象外となっております。

 

「ＤＬジャパン・リサーチ・オープン・マザーファンド」の状況

 

貸借対照表

   （単位：円）

科　　　　　 目
注記

番号
平成28年3月15日現在 平成28年9月15日現在

 資産の部    

 流動資産    

 金銭信託  133,025,039 833,954

 コール・ローン  － 159,120,638

 株式  10,648,128,400 9,899,790,840

 未収入金  85,196,429 26,733,322

 未収配当金  13,650,150 7,691,700

 流動資産合計  10,880,000,018 10,094,170,454

 資産合計  10,880,000,018 10,094,170,454

 負債の部    

 流動負債    

 未払金  86,295,217 27,234,579

 未払解約金  18,000,000 400,000

 流動負債合計  104,295,217 27,634,579

 負債合計  104,295,217 27,634,579

 純資産の部    

 元本等    

 元本 ※１ 5,960,599,390 5,796,204,493

 剰余金    

 剰余金又は欠損金（△）  4,815,105,411 4,270,331,382

 元本等合計  10,775,704,801 10,066,535,875

 純資産合計  10,775,704,801 10,066,535,875

 負債純資産合計  10,880,000,018 10,094,170,454
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注記表

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 株式

  移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価

評価にあたっては、金融商品取引所等における最終相場（最終相

場のないものについては、それに準ずる価額）、又は金融商品取

引業者等から提示される気配相場に基づいて評価しております。

   

２． 収益及び費用の計上基準 受取配当金

  原則として、配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金

額を計上しております。

 

（貸借対照表に関する注記）

項目 平成28年3月15日現在 平成28年9月15日現在

１． ※１ 本報告書における開示対象ファ

ンドの期首における当該親投資

信託の元本額

5,642,761,795円 5,960,599,390円

  同期中追加設定元本額 985,846,795円 334,590,095円

  同期中一部解約元本額 668,009,200円 498,984,992円

     

  元本の内訳   

 ファンド名   

  ＤＬ日本株式オープン 1,138,304,390円 880,391,785円

  ＤＩＡＭ日本株式オープン＜Ｄ

Ｃ年金＞

4,822,295,000円 4,915,812,708円

 計  5,960,599,390円 5,796,204,493円

     

２． 受益権の総数 5,960,599,390口 5,796,204,493口
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（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

項目 平成28年3月15日現在 平成28年9月15日現在

１． 貸借対照表計上額、時価及びその差額 貸借対照表上の金融商品は原則

としてすべて時価で評価してい

るため、貸借対照表計上額と時

価との差額はありません。

同左

    

２． 時価の算定方法 (１)有価証券

「（重要な会計方針に係る事項

に関する注記）」にて記載して

おります。

(２)デリバティブ取引

該当事項はありません。

(３)上記以外の金融商品

上記以外の金融商品（コール・

ローン等の金銭債権及び金銭債

務）は短期間で決済されるた

め、帳簿価額は時価と近似して

いることから、当該帳簿価額を

時価としております。

同左

    

３． 金融商品の時価等に関する事項について

の補足説明

金融商品の時価には、市場価格

に基づく価額のほか、市場価格

がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。

当該価額の算定においては一定

の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった

場合、当該価額が異なることも

あります。

同左

 

（有価証券に関する注記）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。

 

（1口当たり情報に関する注記）

 平成28年3月15日現在 平成28年9月15日現在

１口当たり純資産額 1.8078円 1.7367円

（1万口当たり純資産額） (18,078円) (17,367円)
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２【ファンドの現況】

　

原届出書の「第二部 ファンド情報　第3 ファンドの経理状況　2ファンドの現況」につきましては、以

下の内容に更新・訂正いたします。

＜更新・訂正後＞

 

【純資産額計算書】

 平成28年9月30日現在

　Ⅰ　資産総額 1,592,453,324円

　Ⅱ　負債総額 1,106,629円

　Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,591,346,695円

　Ⅳ　発行済数量 1,857,427,803口

　Ⅴ　１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.8567円

 

（参考）

ＤＬジャパン・リサーチ・オープン・マザーファンド

 平成28年9月30日現在

　Ⅰ　資産総額 10,613,305,817円

　Ⅱ　負債総額 114,400,300円

　Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 10,498,905,517円

　Ⅳ　発行済数量 5,810,489,280口

　Ⅴ　１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.8069円
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】

２【事業の内容及び営業の概況】

原届出書の「第三部 委託会社等の情報　第1　委託会社等の概況　2　事業の内容及び営業の概況」に

つきましては、以下の内容に更新・訂正いたします。

＜更新・訂正後＞

 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、投資信託の

設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）

ならびにその受益証券（受益権）の募集又は私募（第二種金融商品取引業）を行っています。ま

た、「金融商品取引法」に定める投資助言・代理業を行っています。

 

ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社は、平成28年10月１日にみずほ投信投資顧問株式会社、新

光投信株式会社、みずほ信託銀行株式会社（資産運用部門）と統合し、商号をアセットマネジメン

トOne株式会社に変更しました。

 

平成28年9月30日現在、ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社の運用する投資信託は以下の通りで

す。（親投資信託を除く）

基本的性格 本数 純資産総額（単位：円）

追加型公社債投資信託 0 0

追加型株式投資信託 393 5,864,442,125,905

単位型公社債投資信託 49 337,748,656,746

単位型株式投資信託 9 88,382,773,408

合計 451 6,290,573,556,059

 

（ご参考）

平成28年9月30日現在におけるみずほ投信投資顧問株式会社および新光投信株式会社の運用する投資

信託は以下の通りです。（親投資信託を除く）

・みずほ投信投資顧問株式会社

基本的性格 本数 純資産総額(円)

追加型公社債投資信託 13 275,632,843,628

追加型株式投資信託 229 2,280,959,186,831

単位型公社債投資信託 0 0

単位型株式投資信託 3 1,454,591,074

合計 245 2,558,046,621,533
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・新光投信株式会社

基本的性格 本数 純資産総額(円)

追加型公社債投資信託 25 651,056,923,166

追加型株式投資信託 240 3,084,756,237,399

単位型公社債投資信託 7 42,284,286,781

単位型株式投資信託 79 290,858,982,767

合計 351 4,068,956,430,113
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独立監査人の中間監査報告書

 
平成２８年１１月２日

 
アセットマネジメントOne株式会社

取　締　役　会　　御　中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 佐々木　貴司　印

   
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 鶴　田　光夫　印

 
 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」

に掲げられているＤＬ日本株式オープンの平成２８年３月１６日から平成２８年９月１５日までの中間計算期間

の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を

行った。

 
中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸

表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸

表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して

中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の

表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監

査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査

手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための

ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するため

に、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、ＤＬ日本株式オープンの平成２８年９月１５日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中

間計算期間（平成２８年３月１６日から平成２８年９月１５日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。

 
利害関係

　アセットマネジメントOne株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規

定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 

※　上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

 
※　ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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